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中期経営計画策定に関するお知らせ 

 

当社は、2019 年５月 14 日開催の取締役会において、下記のとおり、2024 年 3 月期を最終年度と

する中期経営計画を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

記  
 

 

１. 中期経営計画の策定について 

 

当社グループを取り巻く経営環境は、交通・移動関連においては「MaaS」（Mobility as a 

Service）とよばれる利用者の目的や嗜好に応じて、最適な移動手段を提示し利用者の利便性を高

めるサービスが各交通関連の事業者において実証実験段階に入り、新たな成長領域が拡大しており

ます。また、法人においては、人手不足問題、働き方改革の推進なども背景に、生産性向上・業務

効率化といった企業ニーズはますます高まっていくと考えられます。  

 このような状況下、当社グループはMaaS 対応新エンジンの開発やM&A、事業提携等を積極的に進

め MaaS 関連サービス事業者向けのサービス展開や、働き方改革支援を始めとする様々な企業ニー

ズに全方位で対応可能な「マルチリンク型グループ経営」を実現するための「駅探グループ」を構

築する方針を策定したものであります。 

 

 

２. 中期経営計画の数値目標 

 

2024 年３月期において、現状の約２倍となる連結売上高 60 億円、連結営業利益については過去

最高水準となる６億円超の達成を目標に掲げております。 

なお、業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づき作成されたものでありますが、業績等につきましては様々な要因に

より、今後大きく異なる可能性があります。 
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本書の取り扱いについて
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本書には、当社グループに関連する見通し、将来に関する計画、経営目標等が記載
されています。これらの将来の見通しに関する記述は、将来の事象や動向に関する現
時点での仮定に基づくものであり、当該仮定が必ずしも正確であるという保証はありま
せん。様々な要因により、実際の業績が本書の記載と著しく異なる可能性があります。

別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは日本において一般に
認められている会計原則に従って表示されています。当社は、将来の事象等の発生
にかかわらず、既に行っております今後の見通しに関する発表等につき、開示規則に
より求められる場合を除き、必ずしも修正するとは限りません。

当社グループ以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。
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